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第７４回 教育研究評議会議事要録 

 

日 時  平成２２年９月１５日（水）午後１時００分～午後３時３０分 

場 所  第１会議室 

出席者  野口学長、佐久間理事、野口(哲)理事、馬場理事、三野文学部長、塚原理学部長、 

清水生活環境学部長、岩渕人間文化研究科長、富﨑附属図書館長、中島附属学校部長、

内田、小路田、荒木、角田、今岡、三木、栗岡、棚瀬各評議員 

列席者  今井監事、外嶋総務・企画課長、大原研究協力課長、水谷財務課長、人見施設企画課

長、藤熊学務課長、増間学生生活課長、竹下入試課長、山崎図書課長、小田原国際課

課長補佐 

 

 議事に先立ち、前回記録を確認。 

 

Ⅰ  審議事項 

１．学内諸規程の改正等について 

（１）授業料未納者に係る除籍を含む対応及び手続手順の一部改正(案)等について 

   学長から、授業料未納者に係る除籍を含む対応及び手続手順について整備したことに伴 

  う規程の改正(案)の趣旨及び内容について、資料１－１から資料１－４により説明があり、 

  審議の結果、原案のとおり承認し、役員会へ提案することとした。 

   このことに関連して、評議員から除籍対象者となる前に早期に授業料未納学生に対する 

  サポートが実施できるよう、授業料未納者の情報提供時期及び方法の改善について要望が 

  あり、対応について学生支援室において協議願うこととした。 

（２）国立大学法人奈良女子大学放射線障害予防規程の一部改正(案)について    

（３）奈良女子大学アイソトープ総合実験放射線障害予防規程の一部改正(案)について     

（４）奈良女子大学理学部物理科学科イオンビーム実験室放射線障害予防規程の一部改正(案)  

  について   

放射線障害予防委員会委員長である塚原理学部長から、資料１－５、１－６及び１－７

により、放射線障害防止法施行規則の改正に伴う関係規規程の改正(案)の趣旨及び内容に

ついて説明があり、審議の結果、原案のとおり承認し、本日付けで施行することとした。 

 

２．兼業の応嘱手続きについて 

   学長から、役職員の兼業に係る取扱いを資料２のとおり整理したことの説明があり、審議 

  の結果、原案のとおり承認し、関係規程の改正については、過半数代表者への説明を経た後、 

  改めて提案することとした。 
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３．教員派遣事業に関する覚書について 

 ・奈良女子大学とベトナム国家大学ハノイ外国語大学との教員派遣事業に関する覚書(案)に 

  ついて   

佐久間副学長から、資料３により、ベトナム国家大学ハノイ外国語大学との教員派遣事

業に関する覚書(案)について説明があり、審議の結果、原案のとおり承認し、覚書締結の手

続きを進めることとした。 

 

 ４．その他 

 （１）教育研究組織の改編について 

    学長から、第２期中期目標･中期計画として揚げている教育研究組織の見直しについて、 

   会議終了後に教育研究評議会構成員による意見交換を行いたいとの提案があり、これを了

承した。 

 （２）平成 23年度授業計画における非常勤講師の配置に関する指針(案)について 

    学長から、平成 23年度授業計画における非常勤講師の配置については、来年度予算が大 

   変厳しい状況であり、今後の動向によっては予算削減の可能性があることから、資料４の 

   指針(案)に基づく配置とすることで合意を得たいとの説明があり、審議の結果、原案のと 

   おり承認した。 

  

Ⅱ 報告事項 

 １．人間文化研究科博士前期課程文学系専攻の改組計画について 

   人間文化研究科長から、大学院人間文化研究科博士前期課程の文学系専攻について、平 

   成２４年４月から専攻名の変更及びコース数とコース名の変更を伴う改組を資料５のとお 

  り実施することが９月９日開催の人間文化研究科代議員会において承認されたことの報告 

  があった。 

 ２．奈良女子大学大学院人間文化研究科規程の一部改正について 

   人間文化研究科長から、９月９日開催の人間文化研究科代議員会において承認された奈良 

 女子大学大学院人間文化研究科規程の改正内容について資料６により報告があった。 

 ３．第７４回役員会について 

学長から、７月３０日(金)に開催された第７４回役員会の審議概要について報告があった。 

 ４．平成２２年度後期教育研究評議会開催日程について 

   総務・企画課長から、資料７により平成２２年度後期教育研究評議会の開催日程について 

  報告があった。 

 ５．その他 

  ・ 評議員から、本学のＨＰ作成・更新などを行う際に総合情報処理センター職員に技術協 

   力願いたいとの要望があり、総合情報処理センターに協力依頼することとした。 
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 ・ 佐久間理事から、文部科学省より中国漁船問題により中国民間団体によるサイバー攻撃 

 予告の通知があったことから、本学の情報セキュリティ対策について注意喚起があった。 

  また、文部科学省科学研究費補助金の公募説明会において説明のあった公募要領の留意事 

 項について報告があった。 

 

 次回教育研究評議会は平成２２年１０月２０日（水）午後１時から開催することとして散会   

 

                           以 上 


